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雇用仲介事業等に関する論点とこれまでの議論 
Ⅰ．基本的な考え方 

○ インターネットの普及が、場所や時間の制約なく大量の情報を利用・流通させること

を可能とし、雇用仲介の機能はこれまでになく向上している。IT 技術等の進展に伴い、

多種多様なサービスを提供している雇用仲介事業者が労働市場において果たす役割を積

極的に評価し、その形態によらず労働市場において需給調整機能の一翼を担うものとし

て位置づけていくべきではないか。 

○ 少子高齢化による就業構造の変化、働き方や職業キャリアに対する意識の多様化、新

型コロナウィルス感染症の影響等による人材の移動の必要性等を踏まえ、職業安定機関

は、労働市場全体の需給調整機能を高め、実効的な雇用対策を講じることが重要であ

り、多様な雇用仲介事業者とも情報の共有や連携を進めていくべきではないか。 

○ 雇用仲介事業者の役割を確固たるものとし、利用者が安心してサービスを利用できる

環境とするため、雇用仲介事業者が依拠すべきルールを明確にすべきではないか。 

○ 人手不足の状況においては、雇用仲介事業のマッチングの質の向上が重要であり、イ

ノベーションを阻害しないことに留意する必要があるのではないか。 

（※）雇用仲介事業のマッチングの質の向上は重要であり、イノベーションを否定するも

のではないが、前提として求職者の保護が優先されるべきという意見があった。 

（※）雇用仲介事業においてデジタル技術が駆使され、新たな雇用仲介事業が発展してい

くことは求人者・求職者双方にとっても有益であり、このようなサービスの発展を阻

害しないということも重要であるとの意見があった。 

 

Ⅱ．各論 

（１）新しいサービスを含めた把握 

 ① 多種多様な雇用仲介事業の法的位置づけ 

○ 労働者となろうとする者又は労働者の募集を行う者からの依頼を受けることな

く、労働者となろうとする者又は労働者の募集に関する情報の提供を行う場合で

も、需給調整機能の一翼を担う者については、募集情報等提供事業を行う者に位置

づけてはどうか。（別紙参照） 

○ 指針に規定されている職業紹介事業と募集情報等提供事業との区分について、現

状を踏まえ適用を明確化してはどうか。 

（※）雇用仲介事業の実態を踏まえ、他の雇用仲介事業と同程度の規制が必要であると

の意見があった。 

 

 ② 事業情報の公開 

○ 利用者が納得して事業者を選択することができるよう、募集情報等提供事業者は

取り扱う情報の的確性と個人情報保護のために取り組んでいることや、サービス内
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容等について積極的に公表していくこととしてはどうか。 

 

③ 募集情報等提供事業者の把握 

○ 労働者になろうとする者がサービスを安心して利用できるようにするためにも、

雇用仲介事業の把握を行っていくべきではないか。 

特に、現行では実態が明確になっていない募集情報等提供事業を行う者のうち、

労働者になろうとする者に関する情報を収集して事業の用に供している者について

は、氏名・名称や事業所所在地等の事業に関する情報を職業安定機関が事前に把握

することができる仕組みとしてはどうか。 

 （※）事前に把握する仕組みを構築するに当たっては、その必要性と把握する範囲の趣

旨を明確にすべきとの意見があった。 

○ 事業者の負担やイノベーションを阻害しないこと等に留意しつつ、以下のような

募集情報等提供事業の事業内容等についても、把握することができる仕組みとして

はどうか。 

・ 提供している募集情報や労働者となろうとする者に関する情報の規模 

   ・ 提供しているサービスの内容 

   ・ 適正な事業運営のために取り組んでいる事項 

 

（２）官民の連携について 

 ① 職業安定機関との連携 

  ○ 募集情報等提供事業者についても、職業安定機関と連携する主体として位置づ

け、労働市場に関する情報の収集において相互に協力を行うこととしてはどうか。 

○ 職業安定機関が把握した募集情報等提供事業を行う者については広く一般に公開

することとしてはどうか。 

（※）職業安定機関が把握した情報について人材サービス総合サイト等を通じてわか

りやすく発信すべきである一方で、公開する情報については検討が必要ではないか

との意見があった。 

 

 ② 業界団体の役割 

 ○ 雇用仲介事業者に対する苦情に中立的な立場から対処する役割を担いつつ、業界

全体のコンプライアンスを推進し、職業安定機関と協力するものとして業界団体の

役割を明確にしてはどうか。 

 ○ ＡＩやマッチングアルゴリズムによるアンコンシャスバイアスの再生産や、マッ

チングのブラックボックス化をどう回避するか、業界としての知見を活用し検討を

進めるべきではないか。 

 （※）ＡＩやマッチングアルゴリズムについては、他国法令なども参考としつつ、職
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業安定機関が業界団体と協力して今後検討をしていくべきとの意見があった。 

 

（３）優良な雇用仲介事業の認定について 

○ 既存の職業紹介事業者に関する優良事業者認定制度の認知度が低くなっている。現

行の認定制度の状況を踏まえ、制度の周知や内容の改善についての検討を行うことと

してはどうか。 

○ 多様な雇用仲介事業者の実態に即して優良事業者認定制度を検討し、職業安定機関

としても優良事業者の利用を推進していくこととしてはどうか。 

（※）優良認定事業者となることのメリットを明らかにした上で検討を進めていくべき

はないかとの意見があった。 

 

（４）募集情報の的確性 

○ 労働条件の明示については、求人者においても、職業紹介事業者においても、おお

むね履行されている。他方で、募集情報の段階で示された就業条件と実際の就業条件

が異なる状況がみられる。現在は、ネット上で大量の情報を比較しながら求職活動を

行う求職者が大宗であり、市場に流通する募集情報の重要性は増大している。 

○ 求人者だけでなく、雇用仲介事業者全体についても、募集情報等を提供する際に

は、虚偽又は誤解を生じさせる表示をしてはならないこととしてはどうか。 

○ 雇用仲介事業者が正しい情報を流通させることができるよう、求人者について、募

集情報等を最新かつ正確の内容に保たなければならないこととしてはどうか。 

○ 事業形態によらず、雇用仲介事業者が信頼できる情報を提供する責任は大きいこと

から、求人者が表示した募集情報等について、雇用仲介事業者は最新かつ正確の内容

に保つ措置を講じなければならないこととしてはどうか。 

（※）求人者や雇用仲介事業者において、具体的にどのような措置が必要となるのか、

現実的に対応可能な範囲を見極めつつ明らかにしていくべきとの意見があった。 

（※）求人者が労働条件を明示する対象として、募集情報等提供事業者を含めることも

検討すべきとの意見があった。 

 

（５）個人情報の保護 

○ 個人情報の保護について、雇用仲介事業者全体に以下のような義務を課すこととし

てはどうか。 

 ・ 業務の目的の達成の範囲内で、その目的を明らかにして個人情報を収集し、収集

の目的の範囲内で使用すること 

 ・ 業務上取り扱ったことについて知り得た人の秘密を漏らしてはならないこと 
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 ・ 業務に関して知り得た個人情報等についてみだりに他人に知らせてはならないこ

と 

○ 雇用仲介事業者が個人情報の利用について求職者の同意を得る際に、求職者がしっ

かりと理解、納得して利用できるようにするため、望ましい同意の在り方を明確化し

てはどうか。 

 

（６）苦情の処理 

 ○ 雇用仲介事業者は、利用者からの苦情に対して迅速に対応するとともに、必要な体

制を整備することとしてはどうか。  

 

（７）適切な履行の確保 

 ○ 募集情報等提供事業の適正な運営の確保のため、ルールへの違反については、現行

の助言・指導、報告徴収に加え、必要な指導監督を行うことができることとしてはど

うか。 

（※）適切な履行の確保については、把握した問題点を検証しながら検討すべきとの意

見があった。 

 

○ 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的で募集情報等提供を行うこと

や、虚偽の広告をして募集情報等提供を行うこと等について、求人者や職業紹介を行

う者と同様の罰則規定を設けることとしてはどうか。 

 

 


